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農用地利用集積等促進計画（権利設定・公社借入）
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氏名又は名称及び住所(Ａ)

利用権を設定する者の
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仙台市青葉区堤通雨宮町４番１７号

（同意印）

宮城県農地中間管理機構
公益社団法人　みやぎ農業振興公社

(円)

捨印

手数料

令和 ～ 令和



農用地利用集積等促進計画（利用権設定・公社借入）
２．共通事項
　この農用地利用集積等促進計画の定めるところにより設定される利用権は，１の各筆明細に定めるもののほか，次に定めるところによる。
（１）　利用権の設定
　　　１の各筆明細に記載された土地（以下「当該土地」という。）の利用権は，この農用地利用集積等促進計画の公告により設定される。
（２）　借賃の変更
　　　この計画に同意した後に農地法第５２条の規定により農業委員会が提供を行う借賃等の情報（以下「借賃等の情報」という。）の提供があった場合には，その借賃等の情報を勘案し，利用権の設定等をす
　　る者（以下「甲」という。），及び利用権の設定等を受ける者（宮城県農地中間管理機構（公益社団法人みやぎ農業振興公社）以下「乙」）という。）が協議して定める額（協議が調わなかった場合は農業委員
　　会（市町村）が調整した額）に変更することができる。
（３）　借賃の支払猶予
　　　災害その他やむを得ない事由のため，乙が支払期限までに借賃を支払うことができない場合には，甲は相当と認められる期限までその支払を猶予する。
　　　また，甲は当該転借人より借賃が支払われない場合は，乙に対し当該転借人より借賃が支払われるまで猶予する。
（４）　転貸
　　　甲は，乙が目的物を第三者に転貸して当該転借人に使用及び収益させることに異議がない。
（５）　借賃の増額又は減額
　　　目的物の転借人から乙に対して農地法第２０条の規定に基づく借賃の増額又は減額の請求があり，乙が当該借賃を増額又は減額する場合には，乙は甲に対して増額又は減額の請求をすることができる。
　　　また，民法第６０９条の規定に基づき，利用権の目的物が農地である場合で，１の各筆明細に定められた借賃が不可抗力により借賃より少ない収益となったときは，その収益の額に至るまで，減額を請求す
　　ることができる。
　　　増額又は減額すべき額について甲及び乙並びに転借人が協議して定めるものとし，協議が調わないときは農業委員会（市町村）の調整した額とする。
（６）　境界の明示
　　　甲は，当該土地の引渡の時期までに，自己の費用をもって現地において隣地との境界を明示する。
（７）　解約にあたっての相手方の同意
　　　甲及び乙は，１の各筆明細に定める利用権の存続期間の中途において解約しようとする場合には，同意を得るものとする。
（８）　修繕及び改良
　　　ア　乙は目的物の修繕及び改良が土地改良法に基づいて行われる場合には，甲と協議のうえ定めるものとする。
　　　イ　目的物の修繕は，甲が行う。ただし，緊急を要するとき，その他甲において行うことができない場合で乙が甲の同意を得て転借人に行わせることができる。
　　　ウ　目的物の改良は，乙が甲の同意を得て転借人に行わせることができる。ただし，その改良が軽微である場合には，その同意を要しない。
　　　エ　修繕費又は改良費の負担又は償還は民法及び土地改良法に従う。
　　　　　なお，償還すべき有益費の額について甲乙の協議が調わないときは，甲及び乙双方の申し出に基づき市町村（農業委員会）が設定した額とする。
（９）　経常経費
　　　ア　目的物に対する租税公課等は，甲が負担する。
　　　イ　かんがい排水，土地改良等に必要な経常費は，原則として乙が転借人に負担させる。
　　　ウ　農業災害補償法に基づく共済金は，乙が転借人に負担させる。
　　　エ　租税以外の公課でイ及びウ以外のものの負担は，その公課等の支払義務者が負担する。
　　　オ　その他目的物の通常の維持保存に要する経常費は，乙が転借人に負担させる。
（10）　賃貸借又は使用貸借の解除
　　 　乙は，「農地中間管理事業に関する法律」（平成25年法律第101号）第２０条に該当するときは，知事の承認を受けて，乙が取得した賃貸借又は使用貸借を解除することができる。
（11）　利用権の消滅
　　　 天災地変その他，甲及び乙並びに転借人の責に帰すべからざる理由により当該土地の全部又は一部が滅失し，その目的を達することができなくなったときは，この農用地利用集積等促進計画の定める
　　 ところにより設定された利用権は消滅する。
（12）　目的物の返還
　　　ア　利用権の存続期間が満了したときは，乙はその満了の日から３０日以内に甲に対して目的物を現状に回復して返還する。ただし，災害その他の不可抗力，修繕又は改良行為による形質の変更又は目
　　　　的物の通常の利用によって生ずる形質の変更については，乙は原状回復の義務を負わない。
　　　イ　乙は（８）のエによる場合，その他法令による権利である場合を除き，目的物の返還に際し名目のいかんを問わず，返還の代償を請求してはならない。
（13）　利用権に関する事項の変更の禁止
　　 　甲及び乙は，この農用地利用集積等促進計画に定めるところにより設定されている利用権に関する事項は変更しないものとする。ただし，甲乙及び市町村（農業委員会）が協議のうえ，真にやむを得ない
  　 ものと認められる場合にはこの限りではない。
（14）　その他
　　 　この農用地利用集積等促進計画に定めのない事項及び農地中間管理事業に要する経費の負担については，甲乙が協議してこの農用地利用集積等促進計画に関し疑義が生じたときは，甲乙及び市町
　 村（農業委員会）が協議して定める。
３．利用権の設定等を受ける者の農業経営の状況等
　該当なし


